
  ○大府市認定保育室事業実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、認可外保育施設の保育環境の整備及び保育水準の向上を図るため、一

定の基準を満たした認可外保育施設を市が認定保育室として認定することについて、必

要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

⑴ 認可外保育施設 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第３

９条に規定する業務を目的とする施設で、法第３５条第４項による認可を受けていない施

設（子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第５９条の２に規定する仕事・子

育て両立支援事業に係るものを除く。）をいう。 

⑵ 認定保育室 市内に所在する認可外保育施設（法第６条の３第１２項に規定する事

業所内保育事業を行う施設を除く。）のうち、次条に定める基準を満たしている施設と

して市長が認定したものをいう。 

（認定基準） 

第３条 認定保育室として認定する基準は、次に掲げるとおりとする。 

⑴ 愛知県が定める認可外保育施設指導調査実施要領の別添「認可外保育施設指導監督

基準」に規定されている要件を全て満たしていること。 

⑵ 市が実施する認可外保育施設に対する立入調査の結果、改善指導を受けていない、

又は改善指導を受けた場合において、速やかに当該指導に係る改善が図られているこ

と。 

⑶ 定員が１０人以上５０人未満であること。 

⑷ 保育中の事故に係る賠償責任保険に加入していること。 

⑸ 子ども・子育て支援法第１９条第１項第３号に規定する子ども（満３歳に達する日以

後の最初の３月３１日までの間にある者を含む。）を受け入れていること。 

（申請） 

第４条 認定保育室の認定を受けようとする認可外保育施設の設置者（以下「申請者」と

いう。）は、認定を受けようとする年度の前年度の３月１０日までに、大府市認定保育室

認定申請書（第１号様式）に必要な書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

 （認定） 

第５条 市長は、前条の規定に基づく申請があったときは、第３条に掲げる基準に基づき

認定の適否を決定するものとする。この場合において、市長は必要に応じて、当該申請

に係る認可外保育施設の立入調査を実施することができる。 

２ 市長は、前項の規定に基づき認定を決定したときは申請者に大府市認定保育室認定通

知書（第２号様式）を交付し、認定しないと決定したときはその旨を申請者に通知する

ものとする。 



３ 市長は、前項の規定に基づき認定を決定したときは、認可外保育施設の名称及び所在

地を公表するものとする。 

４ 認定期間は、第２項の規定に基づく認定の決定があった日の属する年の４月１日から

翌年の３月３１日までとする。 

（申請内容の変更）   

第６条 前条第２項に規定する認定の決定を受けた者（以下「認定者」という。）は、第４

条の規定に基づき申請した内容を変更しようとするときは、大府市認定保育室の認定に

係る申請内容変更届（第３号様式）を市長に提出しなければならない。 

（廃止及び休止） 

第７条 認定者は、認定保育室を廃止し、又は休止しようとするときは、大府市認定保育

室廃止（休止）届（第４号様式）を市長に提出しなければならない。 

（認定の取消し） 

第８条 市長は、認定保育室が次の各号のいずれかに該当するときは、認定を取り消すこ

とができる。 

⑴ 保育内容等に重大な過失があったとき。 

⑵ 虚偽の申請その他不正の事実が判明したとき。 

⑶ 認定期間において、第３条に掲げる基準を満たさなくなったとき。 

⑷ 保育、運営内容等について市から改善指導を受けたにもかかわらず、速やかに改善

措置を講じないとき。 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、市長が認定を取り消すことが適当と認めるとき。 

（実績報告） 

第９条 認定者は、認定期間が満了したときは、その翌月の末日までに大府市認定保育室

実績報告書（第５号様式）を市長に提出しなければならない。 

 （調査等） 

第１０条 市長は、認定者に対して必要な指示をし、報告を求め、又は調査をすることが

できる。 

（委任） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

 （平成２９年度の認定に係る期限の特例） 

２ 平成２９年度における第４条の規定の適用については、同条中「認定を受けようとする

年度の前年度の３月１０日」とあるのは、「平成２９年４月１０日」とし、第５条第４項中

「第２項の規定に基づく認定の決定があった日の属する年の４月１日」とあるのは、「第

２項の規定に基づく認定の決定があった日」とする。 

附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 



  附 則 

この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。 



第１号様式（第４条関係） 

 

  年  月  日  

大府市認定保育室認定申請書 

 大府市長 殿 

所 在 地             

団 体 名             

代表者氏名         ○印    

   

 大府市認定保育室事業実施要綱第４条の規定に基づき、下記のとおり関係書類を添えて

申請します。 

 

記 

 

１ 施設の名称 

 

     

２ 施設の所在地 

 

 

３ 設置者氏名 

 

 

４ 管理者氏名 

 

 

５ 定員 

 

 

６ その他 

 

 

 

 



第２号様式（第５条関係） 

 

大府市認定保育室認定通知書 

第     号  

  年  月  日  

 

            様 

大府市長          □印   

 

 

 大府市認定保育室事業実施要綱第５条第１項の規定に基づき、下記の認可外保育施設を、

大府市認定保育室として認定したので、同条第２項の規定により通知する。 

 

記 

 

１ 施設の名称 

 

     

２ 施設の所在地 

 

 

３ 設置者氏名 

 

 

４ 管理者氏名 

 

 

５ 定員 

 

 

６ 認定期間 

 

 

７ その他 

 

 



第３号様式（第６条関係） 

 

   年  月  日  

大府市認定保育室の認定に係る申請内容変更届 

 大府市長 殿 

所 在 地                

団 体 名                

代表者氏名             ㊞  

 

     年  月  日付け第    号で通知された大府市認定保育室の認定につい

て、申請内容に変更が生じたので、大府市認定保育室事業実施要綱第６条の規定に基づき、

下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

１ 施設の名称 

   

 

２ 施設の所在地 

     

 

３ 変更の内容 

 ⑴ 変更前 

 

 

 ⑵ 変更後 

 

 

４ 変更理由 

 

 

５ 変更時期   

 

 

 

 備考 変更内容が確認できる書類を添付すること。



第４号様式（第７条関係） 

 

   年  月  日  

大府市認定保育室廃止(休止）届 

 大府市長 殿 

所 在 地                

団 体 名                

代表者氏名             ㊞  

 

記 

 

 大府市認定保育室を（廃止・休止）するので、大府市認定保育室事業実施要綱第７条の

規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

 

１ 施設の名称 

   

 

２ 施設の所在地 

     

 

３ 廃止（休止）の理由 

 

 

４ 入所児童の処置 

 

 

５ 廃止年月日又は休止予定期間   

 

 



第５号様式（第９条関係） 

 

   年  月  日  

大府市認定保育室実績報告書 

大府市長 殿 

所 在 地                

団 体 名                

代表者氏名             ㊞  

 

 大府市認定保育室事業実施要綱第９条の規定に基づき、下記のとおり実施状況を報告します。 

 

記 

 

１ 施設の名称 

   

２ 施設の所在地 

     

３ 入所児童数及び職員の配置状況 

(単位：人) 

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 合計 

０歳児                           

１歳児                           

２歳児                           

３歳児以上児                           

合計                           

保育従事者数                           

内有資格者数                           

内常勤職員数                           

備考 各月初日の児童数及び保育従事者数を記入すること。 

   大府市が交付する認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の交付を受けている

ときは、当該証明書の写しを添付すること。 

 

４ その他 


